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東京革製雑貨産業の特化性と優位性に関する研究

竹 田 英 司ⅰ

水 野 勝 之ⅱ

井 草 剛ⅲ

１．研究課題

１.１．研究の背景

日本には、歴史と伝統にもとづいた地域独特の地場産業や伝統産業がある。それ

ぞれの地場産業や伝統産業で、知恵をしぼり、みがきをかけ、独自の日用品を生み
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出してきた。日用品を生産する地場産業や伝統産業は、海沿いの地域、川沿いの地

域、山沿いの地域など、それぞれの地域で育くまれ、地域性を有した地域の特化産

業として発展してきた。

地場産業の生産地が「産地」であり、「『産地』とは、中小企業の存立形態のひと

つで、同一の立地条件のもとで同一業種に属する製品を生産し、市場を広く全国や

海外に求めて製品を販売している多数の企業集団である」（『２０１５年度全国の産地』

日本総合研究所２０１６年・３頁）１）。地域外へ製品を販売する点で、地場産業は移出

産業である。

バブル経済崩壊後から ITバブル経済崩壊後までの間に、人口の減少、生活スタ
イルの洋風化、嗜好の多様化などによって、地場産業や伝統産業は規模が縮小した。

地場産業や伝統産業の生産地は、現在、生き残る生産地と消えゆく生産地に二極化

している。

１.２．研究の目的と意義

なぜ特定の地域に特定の産業がとどまるのか。特定の地域に特定の産業がとどま

るには、何らかの優位性があるからではないのか。特定の産業が特定の地域にとど

まる要因は、新古典派経済学のマーシャル（１９２０）によって、土地、労働力、天然

資源、資本など、生産要素の地域的集中による比較優位や外部経済効果という捉え

方が一般化している。

本研究の目的は、なぜ特定の地場産業が「大都市」東京でいまなお存続している

のかを検証することにある。本研究では、「雑貨・その他」地場産業のなかから、

東京の革袋物〈日本標準産業分類コード２０７〉・革かばん〈２０６〉・革靴〈２０４〉・

革靴部品（甲革など）〈２０３〉・革ベルト〈２０９〉の革製雑貨産業を取り上げる２）。

革製雑貨産業は、東京TAASK５区（台東区（T）・荒川区（A）・足立区（A）・
墨田区（S）・葛飾区（K））に事業所が多い３）。
いまなお存続している東京の革製雑貨産業について、地域における特化産業とし

ての優位性や特化性を検証することは、学術的意義もあると考えられる。

１）国内産地数の比率は、２０１５年現在、①食料品１９％、②繊維２３％、③衣料・その他の繊維製品５％、④木

工・家具１０％、⑤窯業・土石１３％、⑥機会・金属９％、⑦雑貨・その他２１％である（『２０１５年度全国の産地』

５頁）。

２）革製小物入製造業〈日本標準産業分類コード２０７１〉と革製ハンドバッグ製造業〈２０７２〉を合わせたもの

が革袋物製造〈２０７〉である。

３）本研究で東京TAASK５区とよぶ、台東区（T）・荒川区（A）・足立区（A）・墨田区（S）・葛飾区（K）
では、２００５年度から産業振興を目的とした「TASKプロジェクト」が続いていた。しかし、２０２０年度から、
墨田区が抜けて台東区・荒川区・葛飾区・足立区の連携による「東京TASK」が始まっている。

長崎県立大学論集（経営学部・地域創造学部） 第５５巻第４号

236



２．先行研究の整理

２．１．生産要素の地域的集中に関する先行研究

どのような条件で中心地（都市）と周辺地（地方）を分ける生産要素の比較優位

や外部経済効果が生じるのか。クルーグマン（１９９１）は「輸送費の低下」を論じた

なかで、高賃金のために製造費は高いが市場に近い中心地（都市）と、製造費は低

いが市場へのアクセスが悪い周辺地（地方）を比較した場合、規模の経済性を実現

させるためには、たとえ高費用であっても、市場アクセスの良い中心地（都市）へ

生産が集中することもあると指摘している。その「輸送費の低下」に着目し、「輸

送費の低下」が労働者と企業の集積を引き起こすことは、藤田ほか（１９９９）によっ

て検討されている。藤田ほか（１９９９）は、「輸送費の低下」が、前方連関効果や後

方連関効果を強め、中心地（都市）と周辺地（地方）の「中心－周辺構造」を生じ

やくする要因の一つであると指摘している。

クルーグマン（１９９１）や藤田ほか（１９９９）が検討した中心地（都市）と周辺地（地

方）の「中心－周辺構造」について、日本国内では大都市と地方における市場や生

産の構造比較から、生産要素の地域的集中による比較優位や外部経済効果が議論さ

れてきた。山崎（１９７７）は、地場産業を都市型と産地型に分類した４）。そのうえで、

山崎（１９７７）は、東京の革製小物入れ・革製ハンドバッグ・革製・革製草履などを

都市型地場産業と例示している５）。関（１９９５）は、都市型地場産業を大都市工業と

よび、その先鋭的市場を指摘している６）。大都市がもつデザインやファッションな

どの先鋭的市場について、同一産業ではなく、異なる産業が集まった都市だからこ

そ、「大都市」がプロダクト・イノベーションのインキュベーターに成り得ると指

摘したのがジェイコブス（１９６９）である。

「大都市」東京の比較優位産業について、清成（１９８６）は「高い生産性をあげる

ためには、情報志向型で創造的な事業活動を展開することが必要であり、研究開発

集約的ないしデザイン開発的で多品種少量生産型の、いわばノン・ルーティン（非

４）「知識、情報の集積している大都市に立地している都市型地場産業と、低廉な単純労働力が豊富に存在す

る農村地帯に立地している産地型地場産業とでは、産業的性格がかなり違ったものとなっている」（山崎

１９７７・３５-３６頁）。
５）「大都市に立地し、大都市しかもっていない知識・情報を十分に活用してデザインやファッションの面で

先進的なユニーク性を追求し、かつ製品差別化を強調することによって高加工度、高付加価値製品を作り

出している地場産業」（山崎１９７７・３６頁）が都市型地場産業である。

６）「広大かつ高度な市場を内包する大都市では、地方工業とは対象的な製品展開、工業展開がみられる。…

…中略……大都市では最も先鋭的な需要の発生する点が重要であろう」（関１９９５・２６頁）。
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定型）産業である」（９１頁）と述べたうえで、担い手は中小企業が中心であること

も指摘している。金属加工産業を事例に、渡辺（１９９４）は、ファッション性の強い

衣料製品をあげ、市場への近接性と生産の外部経済が「大都市」東京の優位性であ

ると指摘している。

本研究では、異なる産業が集まった「大都市」東京には、デザインやファッショ

ンなどの先鋭的市場があり、「大都市」東京で企業が事業を続けていくためには、

多品種少量生産体制や高い技術と、情報志向性・デザイン開発性・市場近接性が必

要であると、上掲の先行研究から整理した。

２．２．地場産業の競争優位に関する先行研究

山崎（１９７７）は、１９７０年代における地場産業の競争優位を五つ示している。本研

究の目的は、地場産業を再定義・再類型化することにはない７）。地場産業の競争優

位を検討するという視点から、山崎（１９７７）を取り上げる。

①「社会的分業体制が単純労働集約的ではなく、技能労働集約的、知識労働集

約的になっている地場産業」（２８７頁）、伝統的工芸品など。

②「製品企画力、デザイン開発力、メカニズム開発力を保持している地場産業」

（２８８頁）、革製はきもの、装飾品、装身具など（下線部筆者）。

③「異業種関連産業や素材供給産業との高度な技術的結合によってのみ生産が

可能な製品を産出している地場産業」（２８９頁）、シガレット・ライターなど。

④「量産体制をとることなく、終始一貫徹底した多品種少量生産を堅持してい

る地場産業」（２９１頁）、ハンドバッグ、カバン、婦人服、陶磁器など（下線

部筆者）。

⑤「消費者ニーズの迅速な製品企画、生産へのフィードバックを必要とする地

場産業」（２９２頁）、婦人靴、装飾品、装身具、カバンなど（下線部筆者）。

山崎（１９７７）が指摘した地場産業の競争優位を、「市場」という視点から検討し

たのが、ポーター（１９９８）である８）。ポーターによるClusterの競争優位は、山崎

７）「山崎充（１９７７）の地場産業に関する議論は約３０年前であることは留意しなければならない。山崎充が議

論してきた地場産業の形態等は現代においては大きく変化している可能性が高い。約３０年前の日本経済と

現代の日本経済の質的、量的な環境も変化している。そのような時代の流れで現代の地場産業の実態はど

のように変化しているのか。また、地場産業の実態の変化によって、産地企業はどのような経営行動に従

事しているのかを検討していく必要がある」（長谷川２０１４・５４頁）。

８）ポーター（１９９８）では、Clusterは「企業間や産業の補完性、あるいは技術、スキル、情報、マーケティ
ング、顧客ニーズなどのスピルオーバー（溢出効果）をとらえることができる。…こうした結びつきは、

競争や生産性、特に新規事業の形成や、イノベーションの方向やペースを左右する根本的な要素になる」

（ポーター邦訳１９９９・７８頁）と強調している。
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による地場産業の競争優位（前掲③と⑤）と類似のものである。

２．３．コネクターハブ企業に関する先行研究

地場産業を再生や育成するためには、生産地内での分業生産体制など、生産地で

失われつつある生産要素の地域的集中や外部経済効果に対策を講じることが課題で

ある。地域内企業と地域外企業の受発注を結び付けるコネクターハブ企業に関し

て、経済主体やその機能に関する議論が続いている。

中小企業庁（２０１４）は、「地域からより多くの仕入を行い、地域外に販売してい

る企業」（５３３頁）をコネクターハブ企業と定義している。コネクターハブ企業の概

念は、経済主体とその機能から考えれば、①需要に関する需要情報をもつコネクター

ハブ企業、②生産関する供給情報をもつコネクターハブ企業、③需要情報と供給情

報の両方情報をもつコネクターハブ企業の存在が明らかになっている。国内地域産

業を対象とした需要情報をもつコネクターハブ企業の概念は、高岡（１９９７；１９９８）

と伊丹（１９９８）などから議論が活発になり、田中（２０１８）や蒋（２０１９）で論点が整

理されている。

高岡（１９９７）によれば、コーディネート企業とは「集積の内部の生産情報に通じ、

かつ外部から需要情報をもたらす企業」（４頁）をいう。高岡（１９９８）では「集積

外部の需要に関わる技術情報（需要情報）と、集積内部の生産に関わる技術情報（生

産情報）とを保有し、それらを効率的につなぐというリンケージ機能を遂行してい

る」（１０４頁）企業をリンケージ企業とよんでいる。伊丹（１９９８）では「外部の市場

と接触面積をもち、外部から集積のなかへと需要を搬入してくる企業」（１９頁）を

需要搬入企業という。

田中（２０１８）では、「市場と集積を結びつける企業」（８７頁）を商人的リンケージ

企業とし、岡山ジーンズ産業集積や今治タオル産業集積の事例研究から商人的リン

ケージ企業の内発的発展が、産業集積の優位性を維持・発展させてきたとまとめて

いる。蒋（２０１９）では、「（１）集積地に拘らず、コミュニティ・キャピタルを利用

する。（２）規模を問わず、自ら商品の開発に参与して販売する。（３）常に新しい商

機を探し求め、企業家・起業家精神を有するリンケージ企業」（３２頁）を商人的コー

ディネーターとよんでいる。

高岡（１９９７；１９９８）・伊丹（１９９８）・田中（２０１８）・蒋（２０１９）に対して、コー

ディネート企業・リンケージ企業・需要搬入企業にも相反する性格があると指摘し

ているのが小宮（２００７）である。小宮（２００７）は「企画機能をもたないAタイプの
オーガナイザーは、集積内に需要をもち込み、生産をコーディネートすることでし
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か企業を存続させられないが、自ら企画・開発を行うBタイプのオーガナイザー
は、まさに製品という集積内の生産コーデディネーター機能とは別の存続の契機を

もつために、必ずしも集積に固執する必要がなくなる」（８頁）と指摘している。

コーディネート企業（高岡１９９７）・リンケージ企業（高岡１９９８）・需要搬入企業

（伊丹１９９８）・オーガナイザー企業（小宮２００７）・コネクターハブ企業（中小企業

庁２０１４）・商人的リンケージ企業（田中２０１８）・商人的コーディネーター（蒋２０１９）

など名称は異なるものの、本研究では、中小企業庁（２０１４）に従いコネクターハブ

企業とよぶ。なお、組織の外部と内部をつなぐ門番的な役割を果たすという概念か

ら、「ゲートキーパー」（Allen１９７７）という概念もある。組織を生産地に置き換え
れば、ゲートキーパーもコネクターハブ企業と類似の概念である。許（２０２０）では、

東京都台東区徒蔵地域におけるゲートキーパーの事例が報告されている９）。

３．学術的問いと検証方法

前述の先行研究から整理した下記の学術的問い（１）（２）（３）について、次の検

証を行う。①コネクターハブ企業の経済主体とその機能から東京TAASK５区にお
ける革製雑貨産業の優位性を検証する。②東京TAASK５区における生産の地域的
集中に関して、地理的度数分布図から検証する。③東京TAASK５区の特化性に関
して、付加価値額特化係数と事業所従業者特化係数および収益率から検証する。そ

のうえで、東京TAASK５区における革製雑貨産業の優位性と特化性を考察する。
（１）東京TAASK５区の革製雑貨産業には、どのような優位性があるのか。
（２）東京TAASK５区の革製雑貨産業では、どのような生産要素の地域的集中が

みられるのか。

（３）東京TAASK５区の革製雑貨産業には、どのような特化性があるのか。

９）「徒蔵地域においては、鈴木村長がゲートキーパーとして、地域コミュニティ内のさまざまなエリアの人

たちを結びつけ、……中略……デザビレという存在やモノマチを通して人々をつなげることで、新たなイ

ノベーションが生まれ、産業の活性化や地域コミュニティの進化へとつながっていく」（許２０２０・１４７頁）。
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４．検証結果

４．１．検証結果：①東京TAASK５区の革製雑貨産業には、どのような優位性が

あるのか

東京TAASK５区における革製雑貨産業のコネクターハブ企業について、経済主
体とその機能を整理する。板倉（１９６６）によれば、東京TAASK５区の革袋物〈２０７〉
産業では、１９６０年頃まで、卸問屋がコネクターハブ企業としての役割を担っていた。

卸問屋が地域外の需要に関わる需要情報を、製造卸が地域内の生産に関わる供給情

報をそれぞれ保有している。

１９６５年頃から、東京TAASK５区の革袋物産業では、図１に示されたように、企
画・デザイン、試作品製造を行い、卸売企業群へ商品提案を行う製造卸が台頭して

いる（板倉１６６９）。図１における１９６５年頃の製造卸は、高岡（１９９８）が指摘してい

るとおり、地域外の需要に関わる需要情報と地域内の生産に関わる供給情報を合わ

せもつコネクターハブ企業である。

図１ 革袋物産業のコネクターハブ企業（１９６５年頃・東京TAASK５区）

出所：板倉（１９６９）、高岡（１９９８）１０３頁・図４-２、中小企業庁（２０１４）５３４頁・第４-
３-１図をもとに筆者作成。

注１：図中の各経済主体は、一つだけではなく複数存在している。
注２：図中の製造卸は、地域外の需要に関わる需要情報と地域内の生産に関わる供給

情報を合わせもつコネクターハブ企業である。
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１９８０年代に入ると、東京TAASK５区の革袋物や革かばんなどの革製雑貨産業で
は、上野ほか（１９８７）と石川（１９９１）よれば、企画・デザイン機能をもったアパレ

ル・メーカー（商社）の参入によって、アパレル・メーカーと製造卸の受発注関係

が成り立つようになり、製造卸は地域外の需要に関わる需要情報を喪失していっ

た１０）１１）。東京TAASK５区に立地していない、アパレル・メーカー（商社）の存在
が大きい。アパレル・メーカー（商社）は、地域外の需要に関わる需要情報をもつ

コネクターハブ企業である。このアパレル・メーカー（商社）は、「地域内に立地

していない」という点で、本研究２.３.節のコネクターハブ企業に関する先行研究
では、議論されていない存在である。

東京TAASK５区における革製雑貨産業のコネクターハブ企業は、１９８０年代に
入って、アパレル・メーカー（商社）が地域外の需要に関わる需要情報を、製造卸

が地域内の生産に関わる供給情報をそれぞれ保有している。１９８０年代の製造卸は、

地域内の生産に関わる供給情報を保有するものの、生産機能をもたない「みなしメー

カー」である１２）。山本（２００５）によれば、東京TAASK５区では２０００年頃の革靴〈２０４〉
産業も、製造卸は地域内の生産に関わる供給情報しかもっていない。

たとえば株式会社革包司博庵（長谷川博司代表取締役社長・東京台東区・革小物

製造卸・従業者数５人、生産機能をもつので「みなしメーカー」ではない、２０２０年

１１月２５日筆者らインタビュー）の場合、株式会社ビームス（東京都港区・ブランド

名：BEAMS）や株式会社ベイクルーズ（東京都渋谷区・ブランド名：JOURNAL
STANDARD）など、衣料品や雑貨を販売するセレクト・ショップ（小売）へOEM
供給していて、OEM供給量は、全生産量のうち８割程度を占めている。生産機能
の有無にかかわらず、株式会社革包司博庵を含め、革小物３社・革かばんと革ハン

ドバッグ８社・革靴４社・革ベルト２社・革帽子８社の合計２５社が台東ファッショ

１０）「低成長期における袋物工業変化の第一は、高度成長期の問屋に加えて、アパレル・メーカーや大手商社

が袋物生産に参入してきたことである。アパレル・メーカーは、……中略……ハンドバッグや靴もファッ

ションアクセサリーとして注目し、袋物メーカーとの接近を図っている。とりわけDCメーカーなどの進
出は目覚ましく、これらは自らの感性にもとづく企画による袋物生産を、城東地域の袋物メーカーに指示

している」（上野ほか１９８７・１０１頁）。

１１）「低成長期、問屋の他に企画・開発を所持するDCブランドメーカーや大手商社が、渋谷区・港区に現れ
た。そのため、袋物メーカーの立場は、弱まって零細化し、生産の社会的分業が進展した。ここに、袋物

メーカーは加工業者を管理する機能を最も必要するようになった」（石川１９９１・２９頁）。

１２）「靴、ハンドバッグ、財布など皮革関連製品産業では、メーカーは全くといっていいほど生産機能をもた

ない『みなしメーカー』が繊維製品のメーカー以上に多いことが特徴である。……中略……靴業界やハン

ドバッグ、財布など袋物業界における多くのメーカーは、製品企画・流通機能をもたない卸問屋の支配を

受け、職人、内職など実質的な生産者を統括する『オルガナイザー』としての機能が中心業務となってい

る」（八幡２０１９・３０３頁）。
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ンザッカフェアに出展していて、アパレル・メーカー（商社）やセレクト・ショッ

プ（小売）へのOEM供給を行っている。同社の長谷川博司氏は、東日本ハンドバッ
グ工業組合の理事でもある。同氏によれば「メーカーとしての屋号があっても、自

社ブランドを生産しているところは非常に少ない。業界の大半がOEM供給に携
わっている」（２０２０年１２月１１日筆者らインタビュー）。

２０００年代以降は、台東デザイナーズビレッジ（２００４年開校）が創業間もないデザ

イナーと製造卸の間に入って商品化できるように取りもっている（許２０２０・１４７

頁）。しかし、量的にはまだアパレル・メーカー（商社）やセレクト・ショップ（小

売）が地域外の需要に関わる需要情報を、製造卸が地域内の生産に関わる供給情報

を保有している。

４．２．検証結果：②東京TAASK５区の革製雑貨産業では、どのような生産要素

の地域的集中がみられるのか

総務省内閣府「地域経済分析システム（RESAS：Regional Economy and Soci-
ety Analyzing System；リーサス）」によれば、２０１８現在、東京都・革製雑貨産業
の場合、図２に示しされたとおり、製造品出荷額は最盛期１９９１年３,８２９億円の１６％
（５９８億円）まで、付加価値額は最盛期１９９１年１,４５１億円の３０％（４３１億円）まで減
額している１３）。

以下は、経済産業省『工業統計調査地域別統計表』と東京都『東京の工業』から、

従業者数４名以上と従業者数４名未満を含めた全事業所を対象とした調査年にもと

づく。２０１６年現在、東京都における革製雑貨産業の製造品出荷額・付加価値額は、

①革袋物〈２０７〉が製造品出荷額２４７億円（最盛期１９９３年９６７億円）・付加価値額１１６

億円（最盛期１９９３年３８２億円）、②革かばん〈２０６〉が製造品出荷額１１５億円（最盛期

１９８０年４０４億円）・付加価値額３９億円（最盛期１９８５年１５３億円）、③革靴〈２０４〉が製

造品出荷額３０８億円（最盛期１９８０年１,６１６億円）・付加価値額１００億円（最盛期１９８０
年５７６億円）、④革靴部品が製造品出荷額４１億円（最盛期１９９５年２４８億円）・付加価

値額１３億円（最盛期１９９５年１４３億円）、⑤革ベルトが製造品出荷額３８億円（最盛期１９９３

１３）日本標準産業コード〈２０〉の「なめし革・同製品・毛皮製造業」を、本研究では、革製雑貨産業とよん

でいる。「なめし革・同製品・毛皮製造業〈２０〉」の小分類である革袋物製造業〈２０７〉・革かばん製造業〈２０６〉・

革製履物製造業〈２０４〉・革製履物用材料同附属品製造業〈２０３〉・革ベルト製造業〈２０９〉に本研究では着

目している。革製雑貨産業には、左記５小分類以外にも、管理補助的経済活動を行う事業所〈２００〉・手袋

を除く工業用革製品製造業〈２０２〉・革製手袋製造業〈２０５〉・毛皮製造業〈２０８〉の４小分類がある。本研

究で着目してない４小分類について、総務省（２０１６）『２０１４年経済センサス：基礎調査報告』参考表４によ

れば、東京２３区におけるそれぞれの事業所数は、管理補助的経済活動を行う事業所〈２００〉１２軒、手袋を除

く工業用革製品製造業〈２０２〉１１軒、革製手袋製造業〈２０５〉１軒、毛皮製造業〈２０８〉５軒と少数である。
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年４８５億円）・付加価値額２２億円（最盛期１９９３年２０６億円）である。

都道府県間で比較可能な最新データは、『工業統計計調査産業編（２０１８年実績）』

である。２０１８年現在、革袋物〈２０７〉・革靴〈２０３〉・革靴部品〈２０４〉の製造品出

荷額と付加価値額は、表１に示されたように、東京が日本国内で第１位、革かばん

〈２０６〉が第２位である。本節では、東京TAASK５区（台東区（T）・荒川区（A）・
足立区（A）・墨田区（S）・葛飾区（K））における革製雑貨産業の集積に着目す
る。

以下は、従業者数４名以上と従業者数４名未満を対象とした、経済産業省『工業

統計調査産業編』、総務省『経済センサス：基礎調査報告』、東京都『東京の工業』

の全事業所調査による。東京都の場合、２０１６年現在、製造事業所は、①革袋物〈２０７〉

が最多期１９８３年１,８２６軒の３７％（６７０軒）まで、②革かばん〈２０６〉が最多期１９８０年
８４１軒の３６％（３０３軒）まで、③革靴〈２０４〉が最多期１９８０年１,２００軒の２８％（３４６軒）
まで、④革靴部品〈２０３〉が最多期１９８３年８７７軒の２５％（２２２軒）まで、⑤革ベルト

が最多期１９９３年７０５軒の３１％（２１８軒）まで、それぞれ減少している１４）。

以下は、東京都（２０１４；２０１８）『２０１１東京の工業：経済センサス－活動調査（東

京都独自集計編集版）』『２０１６東京の工業：経済センサス－活動調査（東京都独自集

計編集版）』の第４表による。革袋物〈２０７〉製造事業所の度数分布図を図３に示し

た。革袋物製造事業所は、東京２３区６５９軒のうち７６％（５０４軒）が東京TAASK５区
に集積している。東京TAASK５区では、２０１１年から２０１６年の５年間に、革袋物製

図２ 東京都・革製雑貨産業〈２０〉の製造品出荷額と付加価値額

注：従業者数４人以上の製造事業所。
出所：内閣府「地域経済分析システム（RESAS）」からデータ収集し筆者作成。

１４）日本標準産業分類の「革製履物製造業」「革製履物用材料・同附属品製造業」を、本研究では「革靴〈２０４〉」

「革靴部品〈２０３〉」と表記している。
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造事業所が１３３軒減っている。事業所の増減数は、墨田区－２７、台東区－３７、足立

区－４６、葛飾区－１６、荒川区－７であった。

革かばん〈２０６〉製造事業所の度数分布図を図４に示した。革かばん製造事業所

は、東京２３区２９７軒のうち７３％（２１８軒）が東京TAASK５区に集積している。東京
TAASK５区では、２０１１年から２０１６年の５年間に、革かばん製造事業所が２４軒減っ
ている。事業所の増減数は、墨田区±０、台東区＋１、足立区－１８、葛飾区＋３、

荒川区－１０であった。

革靴〈２０４〉製造事業所の度数分布図を図５に示した。革靴製造事業所は、東京

２３区３３６軒のうち９１％（３０６軒）が東京TAASK５区に集積している。東京TAASK
５区では、２０１１年から２０１６年の５年間に、革靴製造事業所が６７軒減っている。事業

所の増減数は、墨田区－３６、台東区－１２、足立区－９、葛飾区－６、荒川区－４で

あった。

表１ 革製雑貨産業の概要（２０１８年）

注１：従業者４人以上の製造事業所
注２：山括弧内の数字３桁は、日本標準産業分類コードである。
出所：経済産業省（２０２０）『２０１９年工業統計調査産業編（２０１８年実績）：２０２０年１月１５

日訂正版』、同（２０２０）『２０１９年工業統計調査産業細分類別統計表（２０１８年実績）：
２０２０年５月１日訂正版』から筆者作成。

出荷額等 付加価値額 事業所数 従業者数

革袋物
〈２０７〉

全国 ５７２億円 ２３３億円 ２９６軒 ３,８６６人
東京 ３１% ２４% ２２% ２０%

兵庫 ３% ３% ３% ３%
大阪 １７% ２２% １９% １７%

革かばん
〈２０６〉

全国 ６２５ ２３７億円 ２３５軒 ５,００９人
東京 ２０% １４% １５% １９%

兵庫 ２８% ２６% ２８% ３０%
大阪 １１% １３% １５% １１%

革靴
〈２０４〉

全国 ９４２億円 ２９４億円 ２５１軒 ５,４６７人
東京 ２２% ２７% ２２% １９%

兵庫 １８% ２０% ２４% １９%
大阪 ４% ３% ８% ４%

甲革など
革靴部品
〈２０３〉

全国 １００億円 ３８億円 １０３軒 １,２２４人
東京 ３１% ２７% １９% １７%

兵庫 １４% １３% １６% １０%
大阪 － － ３% １%
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革靴部品〈２０３〉製造事業所は、東京２３区２２２軒のうち９８％（２１７軒）が東京TAASK
５区に集積している。東京TAASK５区では、２０１１年から２０１６年の５年間に、革靴
部品製造事業所が８５軒減っている。事業所の増減数は、墨田区＋１、台東区－８４、

足立区＋１、葛飾区＋５、荒川区－８であった。

革ベルト〈２０９〉製造事業所の場合、東京２３区２１６軒のうち９４％（２０２軒）が東京

図３ 革袋物〈２０７〉の地域的集中

（２０１４年・全事業所）

出所：総務省（２０１６）『２０１４年経済センサ
ス』参考表４から筆者作成。

図５ 革靴〈２０４〉の地域的集中（２０１４年・全事業所）

出所：総務省（２０１６）『２０１４年経済センサス』参考表４から筆者作成。

図４ 革かばん〈２０６〉の地域的集中

（２０１４年・全事業所）

出所：総務省（２０１６）『２０１４年経済センサ
ス』参考表４から筆者作成。
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TAASK５区に集積している。東京TAASK５区では、２０１１年から２０１６年の５年間
に、革ベルト製造事業所が４８軒減っている。事業所の増減数は、墨田区－１６、台東

区－１６、足立区－９、葛飾区－３、荒川区－４であった。

整理すると、革袋物は墨田区・台東区・足立区に、革かばんは足立区に、革靴・

革靴部品・革ベルトは台東区に、製造事業所が多い１５）。２０１４年時点で革袋物・革靴・

革靴部品・革ベルトの製造事業所は台東区の北側から東側にかけて扇状に集中して

いるが、革かばんの製造事業所は足立区の東側から南側かけて扇状に集中してい

る。革袋物・革かばん・革靴・革靴部品・革ベルトの革製雑貨産業は、東京TAASK
５区に混在していることがわかった。

４．３．検証結果：③東京TAASK５区の革製雑貨産業には、どのような特化性が

あるか

総務省内閣府「地域経済分析システム（RESAS）」では、どの産業が効率的に利
潤を出しているかなどを特化係数で表している。特化係数は、全国平均値に対する

地域特定産業の相対的な集積度、つまり強みを測る指数である。

付加価値額特化係数は、（ｊ地ｉ産業の付加価値額／ｊ地全産業の付加価値額）

／（国内 i産業の付加価値額／国内全産業の付加価値額）で求められる。付加価値
額特化係数が１.０を超えていれば、当該地域産業の付加価値額は、当該産業の全国
平均値に比べて特化しているといえる。以下、総務省内閣府「地域経済分析システ

ム（RESAS）」にもとづく。
墨田区の付加価値額特化係数は秘匿業種を除いて、①革製雑貨産業１１.８、②パル
プ・紙・紙加工品製造業４.５、③倉庫業４.３、④繊維・衣服等卸売業３.３の順で高かっ
た。

事業所従業者特化係数は、（ｊ地ｉ産業の事業所従業者数／ｊ地全産業の事業所

従業者数）／（国内ｉ産業の事業所従業者数／国内全産業の事業所従業者数）で求

められる。事業所従業者特化係数が１.０を超えていれば、当該地域産業の事業所従
業者数は、当該産業の全国平均値に比べて特化しているといえる。以下、総務省内

閣府「地域経済分析システム（RESAS）」にもとづく。

１５）下記の板倉（１９６６；１９６９）から、１９６０年代には、東京の革製雑貨産業は、台東区から扇状に混在してい

たようである。「日本橋、神田には卸問屋の集団、台東区（棚橋）にはメーカーの集中地域があり、加工業

者は江東３区から船橋、松戸の方面に広く分布しているが実態はつかみがたい」（板倉１９６６・１６頁）と、卸

問屋・製造卸・加工企業が、日本橋、神田から扇状に分布していることを指摘している。また、「台東区石

浜町あたりは靴製造の大中小であるとされ、実際、靴加工業の数は多いが、そのなかにも鞄あり、ベルト

あり、袋物あり、さてはメリヤス縫製なども混在している」（板倉１９６９・６７頁）。
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墨田区の事業所従業者特化係数は秘匿業種を除いて、①革製雑貨産業１６.１、②繊
維・衣服等卸売業５.９、③印刷・同関連業３.８の順で高かった。
上述した墨田区の付加価値額特化係数をY軸、墨田区の事業所従業者特化係数を

X軸に取り、第１象限に位置し、全国平均値と比べて付加価値額が多く、かつ全国
平均値と比べて従業者をたくさん雇用している地域産業が、地域の特化産業であ

る。第１象限に位置するなかでも、xとyの正の値が最も大きい産業（最も右上に
位置する産業）が地域最大の特化産業である。総務省内閣府「地域経済分析システ

ム（RESAS）」では、産業構造マップ＞全産業＞稼ぐ力分析＞市町村単位で表示す
る＞グラフ分析＞散布図で分析から、産業の分布を見る／中分類で見る／x軸：特
化係数（企業従業者数）／y軸：特化係数（付加価値額）で類似を再現することが
できる。墨田区最大の特化産業は、図６に示されたように、革製雑貨産業（１６.１,
１１.８）である。

台東区の付加価値額特化係数は秘匿業種を除いて、①水運業２８.２、②革製雑貨産
業１１.７、③宗教７.５、④その他の製造業５.４、⑤繊維・衣服等卸売業５.３の順で高かっ
た。台東区の事業所従業者特化係数は秘匿業種を除いて、①革製雑貨産業１５.５、②
繊維・衣服等卸売業９.８、③その他の卸売業５.０の順で高かった。台東区最大の特化
産業は、図７に示されたように、革製雑貨産業（１５.５,１１.８）である。

図６ 墨田区の特化産業（２０１６年）

注：なめし革・同製品・毛皮製造業を革
製雑貨産業と置き換えている。

出所：内閣府「地域経済分析システム
（RESAS）」からデータ収集し筆
者作成。

図７ 台東区の特化産業（２０１６年）

注：なめし革・同製品・毛皮製造業を革
製雑貨産業と置き換えている。

出所：内閣府「地域経済分析システム
（RESAS）」からデータ収集し筆
者作成。

長崎県立大学論集（経営学部・地域創造学部） 第５５巻第４号

248



足立区の付加価値額特化係数は秘匿業種を除いて、①なめし革・同製品・毛皮製

造業１３.５、②水運業１３.１、③道路旅客運送業７.３の順で高かった。足立区の事業所従
業者特化係数は秘匿業種を除いて、①革製雑貨産業１３.２、②道路旅客運送業５.６、
③廃棄物処理業３.１の順で高かった。足立区最大の特化産業は、革製雑貨産業（１３.２,
１３.５）である。
葛飾区の付加価値額特化係数は秘匿業種を除いて、①革製雑貨産業１１.９、②道路
旅客運送業５.９、③ゴム製品製造業４.３の順で高かった。葛飾区の事業所従業者特化
係数は秘匿業種を除いて、①革製雑貨産業１１.２、②ゴム製品製造業４.２、③道路旅
客運送業４.１の順で高かった。葛飾区最大の特化産業は、革製雑貨産業（１１.２,１１.９）
である。

荒川区の付加価値額特化係数は秘匿業種を除いて、①機械等修理業４５.７、②家具・
装備品製造業９.４、③革製雑貨産業９.０の順で高かった。荒川区の事業所従業者特化
係数は秘匿業種を除いて、①ガス業２０.３、②革製雑貨産業１１.８、③印刷・同関連業
５.０の順で高かった。荒川区最大の特化産業は、革製雑貨産業（１１.８,９.０）である。
革製雑貨産業の事業所従業者特化係数と付加価値額特化係数（x、ｙ）は、図８
に示されたように、墨田区（１６.１, １１.８）、台東区（１５.５, １１.８）、足立区（１３.２,
１３.５）、葛飾区（１１.２,１１.９）、荒川区（１１.８,９.０）である。墨田区・台東区・足立区・
葛飾区・荒川区の東京TAASK５区では、秘匿業種を除いて事業所従業者特化係数
と付加価値額特化係数から革製雑貨産業が地域最大の特化産業であることがわかっ

た。

図８ 東京TAASK５区の革製雑貨産業（２０１６年）

注：なめし革・同製品・毛皮製造業を革製雑貨産業と置き換えている。
出所：内閣府「地域経済分析システム（RESAS）」からデータ収集し筆者作成。
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次にシステム－ワイド・アプローチ理論を用いて、東京TAASK５区における革
製雑貨産業の収益率を検討する。Theil（１９８０a）のシステム－ワイド・アプローチ
理論は、ミクロ経済学をもとに構築された計量経済学の理論である。水野（１９９２）

によれば、「システム－ワイド・アプローチの基本的理論は、消費者需要理論と生

産理論から構成されている。消費者需要理論では、効用の最大化によって消費者の

各財に対する需要方程式が導出される。また、生産理論では、生産の最大化あるい

は費用の最小化により投入生産要素（中間財を含む投入財）の需要方程式が導出さ

れる。システム－ワイド・アプローチの特徴は、一次同次の経済理論が一般化され

て、μ次同次あるいは非同次でも成り立つことにある」（５-６頁筆者ら要約）。地
域経済研究のなかで、現代マクロ経済学を支持する研究者は、計量経済モデルに反

発するが、ミクロとマクロの中間に当たる地域経済を対象とする本研究には、Theil
（１９８０a）のシステム－ワイド・アプローチ理論が適合すると考え、本研究ではシ
ステム－ワイド・アプローチ理論を用いて収益率を算出する。

Theil（１９８０b、p.４９）によれば、下式の γ（ガンマ）が利潤最大時の収益率を表
していて、収入 /費用の比率である１６）。規模の弾力性１/ γは、生産関数の同次性の
次数に相当する。１ならば１次同次で規模に関して収穫一定、１以上ならば規模に

関して収穫逓増、１未満ならば規模に関して収穫逓減である。実証分析で一般的に

仮定している１次同次の場合は収益率が１となり、利潤は０（ゼロ）となる。生産

理論では、長期均衡で０（ゼロ）利潤が整合する。

本研究では１次同次ではなく１/ γ次同次を仮定し、利潤が０（ゼロ）でない場
合の生産理論を用いる。システム－ワイド・アプローチ理論では、（１）式のとおり、

生産要素需要量を生産量と各生産要素価格で説明する生産要素の需要方程式が、微

分変化形の変数で構成されている。

fKdlnK＝γθKdlnY＋πKKdlnpkpk＋πKLdlnpL ⎫
⎬
⎭
（１）

fLdlnL＝γθLdlnY＋πLKdlnpk＋πLLdlnpL

K：資本ストック、L：労働、Y：生産量、pk：資本サービス価格、pL：賃金、γ（ガンマ）：
規模の弾力性。θk・θL・γ（ガンマ）は定数。
KおよびLの限界シェア増大（生産量の増大）は、各要素が増えた大きさを表し、和は
１となる。

この場合、スルツキー係数 πKK、πKL、πLK、πLLには、πKK＝－πKL、πLK＝－πLL、

１６）逆数 γ（ガンマ）が収益率と等しいことは、Theil（１９８０b、p.４９）による。（１）下式の γ（ガンマ）が利
潤最大時の収益率を表している数式証明は、水野・河合・土居（２０２２）を参照されたい。
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πKL＝πLKという制約があるので、システム－ワイド・アプローチ理論にもとづき

（１）式を書き替え、（２）式を推定する。

fLdlnL＝γθLdlnY＋πLL（dlnpL－dlnpk） （２）

このとき、γθLの値を得たのち、CES生産関数では、fL＝θLが成り立っているこ
とから、fLの平均値でこれを割って、γ（ガンマ）を計算する。（２）式は、生産に
必要となる、資本と労働に関する生産要素の需要方程式である。

（２）式は、生産量や資本価格、労働価格によって各生産要素の需要量を説明す

る一般的な需要方程式である。需要方程式（２）式は、自然対数で表した変数の変

化分を取ることによって、増加率と上昇率の変数が明らかにできる。

上述のシステム－ワイド・アプローチ理論（Theil、１９８０b）にもとづき、革袋物・
革かばん・革靴・革靴部品・革ベルトの収益率を算出したものが表２である。東京

の場合、革袋物２.２・革靴部品２.０・革ベルト１.４は収益率が１を超えているので、相
対的に東京で生産している企業の収益率が高いという解析結果である。一方、革か

ばん０.９・革靴０.８は、収益率が１を下回っているので、相対的に東京で生産してい
る企業の収益率が低いという解析結果である。

システム－ワイド・アプローチ理論（Theil、１９８０b）を用いた解析結果を踏まえ、
革製雑貨製造企業の事業存続を推察する。東京TAASK５区で存続している革製雑
貨製造企業のなかでも、前述の株式会社革包司博庵（革小物製造卸・従業者数５人）

は、表２の「革袋物」に該当する。株式会社革包司博庵のように、巨大市場・東京

に立地することで、デザインやファッションで先進的なユニーク性を追求し製品差

別化を図り、アパレル・メーカー（商社）やセレクト・ショップ（小売）へOEM
供給できているから、現在も「大都市」東京で生き残っていると考えられる。「博

庵の製品づくりは、一朝一夕に熟練するにはかなり難しい」（同社長谷川博司氏）

と、現在も東京で生き残っている企業は、独自技術や熟練技術を保有しているので

相対的に収益率が高いと推察する。

整理すると、東京TAASK５区（台東区（T）・荒川区（A）・足立区（A）・墨
田区（S）・葛飾区（K））の革製雑貨産業は、付加価値額特化係数と事業所従業者
数特化係数から、地域の特化産業であることがわかった。東京TAASK５区の革製
雑貨産業のなかでも、革袋物・革靴部品・革ベルトの収益率が高いことは、システ

ム－ワイド・アプローチ理論から推察した。
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表２ 「雑貨」地場産業の収益率（２０００年～２０１４年・全事業所）

注１：本分析では、資本ストックとして、工業統計「有形固定資産」を用いている。
なお工業統計「有形固定資産」内に含まれる地価変動の含み益は、機会費用（含
み益に金利をかけた金額）として計算した。

注２：推定方法は最尤法（残差に正規分布を仮定）。推定期間は、すべて２０００～２０１４年
の１５年間で統一した。

注３：全国・東京ともγθLにおいて、fL＝θLを仮定し、除すときに使うウェイト fLは、
２０００～２０１４年の平均値を用いた。

注４：東京の場合、資本ストックデータKには有形固定資産年末現在額を使用してい
る。欠損箇所は、各年に挟まれた欠損場所は前後を等分した。２００５年・２０１１年
は「１０人以上の事業所」が対象年だったので、他の「３０人以上の事業所」対象
年に合わせるため前後を等分した。革靴の２０１２年・２０１３年は秘匿だったので前
後を等分した。

注５：減価償却率からKt＝（１－d）Kt－１＋It－１で資本ストックKを推計した。推計し
た減価償却率dは、革袋物０.０５１３、革かばん０.０９４５、革靴０.１３４１、革靴部品０.１８８４、
革ベルト０.１０８０である。Iには有形固定資産取得額を用いている。欠損箇所の算
出方法として、平均値からの算出を使わざるを得なかったが、推計時のP値は
問題がなかった。推計不可能な欠損箇所で前後年がある場合は等分した。推計
不可能な欠損箇所で前後年がない場合は、出荷額に比例させて推計した。本研
究において、推計せざるをお得なかった欠損箇所は、１９９９年の革靴・革袋物で
ある。

注６：１９９８年・１９９９年・２０００年の東京Ktについては、Kt＝（１－d）Kt－１＋It－１から
２００１～２００３年の平均の減価償却率dを推計したうえで算出した。

注７：データに欠損・秘匿・未調査年・従業者４人以上の事業所対象年があった場
合、次のように対応した。革かばん２００８年・２００９年の各製造品出荷額について
は、前後の平均値を算出した。革かばん１９９９年の従業員総数については、前後
年の平均値を算出した。革かばん２００５年・２００６年・２００８年と、革かばん１９９９年・
２００１年の各現金給与総額は前後年から等分して推計した。

注８：価格データおよび実質化に使用したデフレータは、一橋大学経済研究所「日本
産業生産性データベース」皮革・皮革製品・毛皮の２０００年価格について、名目
値を実質値で除し算出した。一橋大学経済研究所「日本産業生産性データベー
ス」で未公表であった２０１２～２０１４年については２０１０～２０１１年の伸び率で推計し
た。資本ストックの実質化は、民間企業設備投資デフレータ（国民経済計算２００５
＝１００）とした。資本ストック価格は、実質資本サービス価格を計算した。現金
給与の実質化は、総務省統計局が公表している消費者物価指数２００５＝１００（２００５
年基準）とした。出荷額の実質化は、日本銀行が公表している企業物価指数（革
製品）２００５＝１００とした。

出所：経済産業省『工業統計計調査産業編』『工業統計調査産業細分類別統計表』、東
京都『東京の工業』の各年から筆者作成。

革袋物 革かばん 革靴 革靴部品 革ベルト

東京 ２.２ ０.９ ０.８ ２.０ １.４
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５．考察

２０１６年時点で東京TAASK５区（台東区（T）・荒川区（A）・足立区（A）・墨
田区（S）・葛飾区（K））の革製雑貨産業には、９７８軒もの製造事業所が集積して
いて、東京２３区における革製雑貨製造事業所１,１３５軒の８６％を占めている。なぜ９７８
軒もの革袋物・革かばん・革靴・革靴部品・革ベルトなどの製造事業所が東京

TAASK５区に集積しているのだろうか。外部経済効果から考察する。外部経済効
果とは、人や企業が集まることで、お互いがメリットを享受している経済効果であ

り、労働市場や取引費用、輸送費用などに関わる外部経済効果が産業集積や地場産

業ではみられる。人や企業が特定の場所に集まることで、散らばってお互いを探す

よりも効率的に理想の相手に出会える可能性が高くなる。東京TAASK５区の革製
雑貨産業では、①鋲、底鋲、はとめ、バックル、錠前、鎖、ファスナーなど、熟練

の加工技術を必要とする加工企業群の集積、②試作や開発の連携先である部材供給

企業群の集積、③生産コーディネート機能をもつ製造技術水準の高い製造卸企業群

の集積、④刃物など専用工具や目打ちや打ち具など特殊工具の入手容易性、⑤革・

塗料・保革油など製品差別化可能な部材の入手容易性、⑥革漉き機・工業用ミシン

など特殊機器・工具・道具に関する整備修理企業群の集積など他には無い労働市場

や取引費用、輸送費用に関する外部経済効果が東京TAASK５区には存在してい
る。

消費者が該当地域での、①レザークラフト作り体験などサービス（無形商品）に

価値を感じてお金を使う「コト消費」、②革・塗料・保革油にこだわったモノ（有

形商品）に価値を感じてお金を使う「モノ消費」、③その時、その場でしか味わえ

ないコトやモノに価値を感じてお金を使う「トキ消費」の三つの消費額を増やすこ

とが、付加価値額の増額や事業所雇用数の増加につながる１７）。近年、東京TAASK
５区では工房のショップ化（製造小売化）や工房の開放化（オープン・ファクトリー

化）が進んでいて、「台東モノマチ」「スミファ（すみだファクトリーめぐり）」「か

つしかライブファクトリー」がなどのトキ消費が注目を集めている。

大都市に立地し、大都市しかもっていない知識・情報を十分に活用してデザイン

やファッションで先進的なユニーク性を追求し、製品差別化を図ることによって高

加工度・高付加価値製品を作り出しているのが東京TAASK５区の革製雑貨産業で
ある。「大都市」東京が保有し続けている熟練技術、需要に関する需要情報をもつ

１７）トキ消費とは、博報堂生活総合研究所が２０１７年から提唱しているモノとコトに続く消費潮流である（夏

山明美（２０２０）「アフター・コロナの新文脈：博報堂の視点」１３より）。
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アパレル・メーカー（商社）やセレクト・ショップ（小売）との近接性、地域内の

生産に関する供給情報をもつ製造卸の集積、熟練技術をもつ職人の集積が、革製雑

貨産業において、東京TAASK５区がもつ優位性である。これらの優位性が東京
TAASK５区に今なお存在していることが、２０１６年時点で９７８軒もの製造事業所が集
積している要因であると考察する。

６．結論

２０１８現在、東京都の革製雑貨産業は、製造品出荷額が最盛期１９９１年３,８２９億円の
１６％（５９８億円）まで、付加価値額が最盛期１９９１年１,４５１億円の３０％（４３１億円）ま
で減額していた。２０１６年時点で革袋物・革かばん・革靴・革靴部品などの革製雑貨

製造事業所は、東京２３区１,１３５軒のうち、東京TAASK５区（台東区（T）・荒川区
（A）・足立区（A）・墨田区（S）・葛飾区（K））が８６％（９７８軒）を占めている。
東京TAASK５区では秘匿業種を除いて、付加価値額特化係数と事業所従業者特
化係数から、革製雑貨産業が地域最大の特化産業である。革製雑貨産業のなかでも、

革袋物・革靴部品・革ベルトは、システム－ワイド・アプローチ理論から相対的に

収益率が高い。

製造品出荷額や付加価値額が減額して規模が縮小するなか、なぜ「大都市」東京

でいまなお革製雑貨産業が存続しているのか。東京TAASK５区の革製雑貨産業で
は、他には無い労働市場や取引費用、輸送費用に関する外部経済効果が存在してい

た。①いまも生き残っている製造企業群が保有し続けている熟練技術、②需要に関

する需要情報をもつアパレル・メーカー（商社）やセレクト・ショップ（小売）と

の近接性、③地域内の生産に関する供給情報をもつ製造卸の集積、④熟練技術をも

つ職人の集積などが、東京TAASK５区における革製雑貨産業の優位性である。こ
れらの「大都市」東京に顕在している巨大市場・熟練技術・知識・情報を生かした

情報志向性やデザイン開発性を、地域外の需要と地域内の供給を結び付けるコネク

ターハブ企業がもちえたので、革製雑貨産業は、「大都市」東京でいまなお存続し

ていると結論づける。
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